
つながる支援・ひろがる可能性
～ICTサポートセンターによる地域連携の実践報告～

無料
ZOOM

配信あり

https://questant.jp/q/UZ5UDSGP
申込〆切：2026年2月6日（金） 17:00

会場 JA共済ビル  1階 カンファレンスホール
東京都千代田区平河町2-7-9 JA共済ビル https://jkbc-hall.jp/access/

ZOOM　ウェビナー配信あり

障害者等のICT機器利用支援事業　

シンポジウム

　障害のある方々の自立や社会参加の促進を図る上で、ICTの活用は重要なツールの１つ
です。障害者ICTサポートセンターは、地域の障害者のニーズや特性等に応じて、適切な
ICTの利活用に係る相談等を実施しています。障害者のニーズ等に適切に対応するために
は、地域の関係機関との連携が欠かせません。
　本シンポジウムでは、地域で実践されているICTサポートセンターの事例をもとに、
ICTに係る障害者支援や地域連携の方法を一緒に検討しませんか？

日時 ２月 18 日 （水） 13:00～16:30
（12:30より受付開始）

対象 どなたでもご参加いただけます
ICTサポートセンター/自治体/リハビリ関係者/医療・福祉施設・特別支援学校/ICT機器
メーカー・販売店/その他、障害者ICTの取組みに興味のある方　等

申込

●個人情報の利用目的：取得した個人情報は、以下の目的で利用いたします。以下の目的の範囲を超えて利用することはいたしません。

・ 令和7年度厚生労働省障害者等のICT機器利用支援事業に関するイベントや周知事項のご連絡

●個人情報の第三者提供について

サービスの円滑な運営を行うため、「個人情報の利用目的」で定める利用目的の範囲内にて、お客様の個人情報を以下のとおり提供する場合 があります。

・提供する個人情報の項目：企業名/団体名、氏名、所属・役職、メールアドレス、電話番号

・提供先 ： 本事業の委託者である厚生労働省

●個人情報保護方針

・取得した個人情報は、当社が定める「個人情報保護方針」に則り、厳重に管理します。

事務局
株式会社NTTデータ経営研究所　
ライフバリュークリエイション ユニット
担当　：三好・北野・大塚・保坂・奈良
E-mail：ictsupport2023@nttdata-strategy.com　

令和7年度　厚生労働省 障害者等のICT機器利用支援事業

定員 会場：70名(先着順)
オンライン：300名

備考 手話通訳あり
お問い合わせの際は、所属先、お名前、
連絡先、ご要件をご記載ください

mailto:ictsupport2023@nttdata-strategy.com


ご紹介

※プログラムは

予告なく変更する可能性があります。​

事務局
株式会社NTTデータ経営研究所 

ライフバリュークリエイション ユニット
担当 ：三好・北野・大塚・保坂・奈良

E-mail：ictsupport2023@nttdata-strategy.com 

プログラム
開会
事業概要説明（厚生労働省）

本年度の取組紹介（NTTデータ経営研究所）

基調講演　東京慈恵会医科大学 准教授 髙尾 洋之 氏
テーマ「共生社会を支えるICT-地域連携から生まれるアクセシビリティ-」
　　　　　　　　　　　　
                                      　---休憩---

【事例①】　札幌市障がい者ICTサポートセンターの取組
発　表：NPO法人 札幌チャレンジド　飯村 富士雄 氏
             NPO法人 iCareほっかいどう　理事・相談員　佐藤 美由紀 氏
聞き手：東京慈恵会医科大学 訪問研究員 高橋 宜盟 氏

【事例②】　滋賀県障害者IT支援センターの取組
発　表：NPO法人 滋賀県社会就労事業振興センター 平岡 章博 氏
 　　　  滋賀県湖北健康福祉事務所（長浜保健所） 主査　野中 梓 氏
聞き手：日本福祉大学 教授 渡辺 崇史 氏

【事例③】　沖縄県障がい者ITサポートセンターの取組
発　表：NPO法人 沖縄県脊髄損傷者協会 川田 潤 氏
             沖縄視覚障害者サポートセンター 中嶋 琢 氏
聞き手：NTTデータ経営研究所（事務局）

閉会

13:00-13:05
13:05-13:15

13:15-13:30

13:30-14:10

14:25-15:05

15:05-15:45

15:45-16:25

16:25-16:30

東京慈恵会医科大学 髙尾 洋之様
 2001年から脳神経外科で医師として従事（脳卒中治療が専
門）。2018年に重症のギラン・バレー 症候群により四肢麻痺と
なり、アクセシビリティによる支援に出会う。倒れる前には気
づかなかった、 コミュニケーションが取りづらい状況にある
方々の現状を自らの立場で体験、アクセシビリティ普及 の必要
性を痛感する。
 社会復帰後、「アクセシビリティ・サポート・センター
（ASC）」を立ち上げ、医師であるとともに、当事者としての知
識と経験を生かしながらその普及に尽力している。


